
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

累積欠損金の解消が課題であることから、経営の効率化によるコスト縮減や料金改定による
利益創出等により、経営改革をする必要がある。

経常経費の削減、新規地方債の発行の抑制、料金改定などにより、単年度
収支の黒字を継続し、累積欠損金の解消に努める。
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民間活用指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

聖籠町 水道事業 上水道事業のみ

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

聖籠町 下水道事業 公共下水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

○

累積赤字の解消が経営課題であり接続率の向上と経営の黒字化を図り、経営の
安定化を図る必要がある。

当面は、接続率向上による黒字化の促進と企業債の償還と累積赤字の解消
に
よる経営の安定策である。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

聖籠町 下水道事業 特定環境保全下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

○

累積赤字の解消が経営課題であり接続率の向上と経営の黒字化を図り、経営の
安定化を図る必要がある。

当面は、接続率向上による黒字化の促進と企業債の償還と累積赤字の解消
に
よる経営の安定策である。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

聖籠町 介護サービス事業 デイサービスセンター事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

○

利用者等が今後も安心して介護サービスを継続していくためには、現行の体制を維持することが望
ましいため。

　現状では、当面の間は現行の体制で経営せざるを得ないと考える。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


